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■ 会社名 リネットジャパングループ株式会社

■ 証券コード 東証グロース市場 3556

■ 所在地

＜名古屋本社＞
愛知県名古屋市中村区平池町4-60-12
グローバルゲート26階

＜東京支社＞
東京都港区六本木3-1-1
六本木ティーキューブ 15階

■ 代表者名 代表取締役社長 グループCEO 黒田 武志

■ 資本金 16億4,364万円（2022年9月30日現在）

■ 従業員数
正社員 608名 (国内:119名、海外:489名）

パート・アルバイト 586 名 (国内:586名) 名古屋本社 東京支社

⚫ 2000年 代表の黒田、トヨタ自動車・ブックオフ等の出資サポートで創業

⚫ 2016年 東証マザーズ（現：東証グロース） 上場

⚫ 名古屋・東京を拠点に事業展開

リネットジャパングループ会社概要
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リユース
ネットオフ（株）

⚫ 日本最大級ネット中古
ショップ「ネットオフ」
の運営、会員480万人・
年間3000万点

⚫ 5,000坪の商品センター
⚫ 中古品ECでギネス認定

リサイクル
リネットジャパンリサイクル（株）

⚫ 小型家電リサイクル法の
認定事業者、約700自治
体と協定を締結

⚫ PCリサイクル最大手
⚫ リサイクルを通じた知的

障がい者の雇用創出

ソーシャルケア
リネットジャパンソーシャルケア（株）

アニスピホールディングス（株）

⚫ 知的障がいのある方に対
し、やりがいのある仕事
と安心して暮らせるグ
ループホームを提供

⚫ グループホームは1,500
拠点以上、最大手

海外ＨＲ

⚫ カンボジアを中心とした
ASEAN地域における、外
国人材の「教育ならびに
送出し事業」を展開

⚫ ４つの事業を展開（各子会社で運営）

⚫ 創業事業はリユース（日本最大級の中古ＥＣを展開・ギネス認定も取得）

⚫ 「リサイクル」と「障がい福祉（ソーシャルケア）」が連携した取組を強化中

リネットジャパングループ会社概要
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⚫ 2014年 小型家電リサイクル法の大臣認定を取得

⚫ 佐川急便と業務提携、使用済小型家電の全国回収網を構築

※現在は、トラック後方の観音扉の左下に掲示

リネットジャパンの取り組み
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⚫ 約700自治体と協定、宅配回収が「自治体公認の小型家電の捨て方」に採用

メーカー・販売業者とも提携、新品販売時の旧製品回収スキームを提供

■ 協定自治体一覧 ■ メーカー等との提携

リネットジャパンの取り組み

Apple
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⚫ 回収後、再資源化の工程で知的障がい者が活躍（一般就労＋福祉事業所）

⚫ 正しいルートで回収量が増えれば、障がいのある方の雇用創出へ

リネットジャパンの取り組み



リチウムイオン電池製品の安全回収に向けて



8リチウムイオン電池製品の安全回収に向けた考察

① 各ニーズに対応できる万能な回収は存在しない、複数の策を講じる必要がある

→ 義務ではなく協力ベースなら、生活者にとって利便性の高い回収方法の提供が必要

→ ただし、回収方法が多様化しすぎると、生活者は理解できない・混乱する

② 認知向上・生活者の協力獲得には、利便性を確保した全国統一的な取り組みも必要

（現状①）詳しくはお近くの自治体へお聞きください。 ← 捨て方がわからない

（現状②）A市は■■で回収、B市は▲▲で回収 ← 効率的な広報ができない

（理 想）全国の●●で回収しています。お近くの自治体でも回収していますので確認ください。

③ 生活者の分別意識向上（性善説）を期待しすぎてはいけない

→ 関係主体（メーカー・販売店・リサイクラー・自治体等）が協力して、仕組化が必要

④ 前向きに取り組むための、費用の負担（分担）に関する議論が必要
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✓ 関係主体と連携して、生活者へ正しい回収方法の呼びかけ（仕組化）

✓ 分解せずに製品のまま回収＆少量で輸送（リスクを軽減）

✓ 集約拠点で分別後にリサイクル処理

安全回収に向けた、当社の取り組み
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販売したリチウムイオン電池製品（電子玩具）のリサイクル受付を実施

メーカーと連携した取り組み（タカラトミー様）
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